
○物品の売払予定価格算定要領について（通達） 

昭和52年10月11日 

海幕経第4565号 

海上幕僚長から各部隊の長・各機関の長あて 

 標記について、下記のとおり定める。 

記 

１ 趣 旨 

  この要領は、海上自衛隊において不用決定され処分しようとする物品のうち、使用可能品（修

理又は改造により使用可能品となるものを含む。）として売払う場合の予定価格の算定について、

必要な事項を定めるものとする。 

２ 用語の定義 

 この要領において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。 

(１) 総 額 

各物品の単価にそれぞれの数量を乗じて得た額の総和をいう。 

(２) 基礎価格 

物品の市場価格（新品）又はその相当額をいう。 

(３) 状態率 

物品の状態を評価するときの比率をいう。 

(４) 需要率 

物品の特性等を考慮し、市場における需要の程度を表す比率をいう。 

(５) 引取経費等 

物品の引き取りに要する輸送、解体及び梱包その他の経費をいう。 

３ 物品の単価 

(１) 物品の単価は、次の算式により積算するものとする。ただし、当該品目に相当する中古品の

価格として、直接は握できるときはその価格とする。 

単価＝基礎価格×状態率×需要率 

(２) 破損、変質、損耗等がはなはだしいもの、又は前号の単価が主たる材料のくずとしての市場

価格より低い物品については、当該物品を構成する主たる材料のくずとしての市場価格をもつ

て単価とする。 

４ 予定価格の算定 

(１) 予定価格は、次の算式により積算した計算価格をもつて定めるものとする。 

予定価格＝総額－引取経費等 

(２) 前号の規定により積算した予定価格は、取引の実例価格、数量の多寡、経済的要素の推移等

を総合的に勘案して補正することができる。ただし、補正したときは、その理由を明らかにし

ておかなければならない。 

５ 引取経費等の算定 

 引取経費等は、次の各号に掲げる経費の合計額の範囲内で決定する。 

(１) 保管場所から通常の経路及び方法で最も経済的に有利な場所に所在する入札参加予定業者ま

での輸送費 

(２) 物品の重量、寸法、容積その他形状等の都合により、特別に荷役費等を必要とするときは、

当該荷役費等 



(３) 物品の搬出のための解体費及び梱包費、その他特別に経費が必要と認められる場合はその費

用相当額 

６ 基礎価格の算定 

 単価の積算に当たつての基礎価格は、次の各号によるものとする。 

(１) 市場価格がある場合は、当該市場価格 

(２) 市場価格がない場合又はそのは握が困難な場合は、当該物品の取得価格 

(３) 取得価格が不明な場合又はそれを適用することが不適当な場合は、帳簿上の標準価格又はカ

タログ価格 

(４) 前各号以外の場合は、類似品の市場価格又は原価計算により算定した相当価格 

７ 状態率の決定 

 状態率は、物品管理官（分任物品管理官を含む。）から通知された状態区分に応じて現品を再確

認のうえ、別表第１に定める区分ごとの状態率の範囲内で決定するものとする。 

８ 需要率の決定 

 需要率は、当該物品の需給の状況及び経済情勢等を考慮し、別表第２に定める物品の区分ごと

の需要率の範囲内で決定するものとする。ただし、これにより難いときはその理由を明らかにし

て別に決定することができる。 

添付書類：別表第１・別表第２ 

 

別表第１ 

            状  態  率  区  分  表 

状     態     区     分 状 態 率 

Ａ 
１ 未使用品であって、修理等の必要のないもの。 

２ 新品又は新品と同程度のもの。 
80％以上 

Ｂ 

１ 未使用品であって、製造年月が古く、品質、形状、機能等が

Ａに比べやや劣るもの。 

２ 修理又は改造を行わずに再使用できるもの。 

３ 品質、形状、機能等がＡに比べやや劣るが、損耗程度 が軽

少なもの。 

60％以上 

Ｃ 

１ 未使用品であって、製造年月が古く、品質、形状、機 能等

が旧式なため、一般にあまり使われないもの、又は改造を要す

るもの。 

２ 品質、形状、機能等のいずれかが不完全であって、小 修理

又は改造により、本来の目的に使用可能となるもの。 

３ 品質、形状、機能等のいずれかが不完全であって、中 修理

により本来の目的に使用可能となるが、修理又は改造に多額の

経費を要するもの。 

20％以上 

別表第２ 

          需  要  率  区  分  表 

No. 分     類 需要率（％） 

１  鉄鋼製品  一般的なもの○○○○ 50～75 



 特殊なもの 30～60 

 一般的なもの○○○○○ 70～90 
２  非鉄金属製品○○○○○ 

 特殊なもの 15～40 

３  工具類 35～65 

４  測定器、計器類 20～45 

５  電線、ケーブル類 50～75 

６  電気、通信機器類 15～60 

７  ゴム製品 15～45 

注：１ 一般的なもの……資材等で共通性があり、製品の本来の目的以外にも使用可能なもの。 

   ２ 特殊なもの………製品の本来の目的以外には使用不能なもの。 

 


